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 決算の概要です。第１四半期は売上⾼781億円、営業損失が30億円、四半期純
損失が32億円とほぼ前年並みの⽔準で着地しました。

 まずサプライチェーン影響ですが、市場全体では在庫調整と思われる流通量の増加が
⾒られる他、将来の供給正常化に向けた明るい話題も出つつありますが、正規品を中
⼼に全体として不透明な状況が続いております。

 OKIの第１四半期で⾒ても⼀部前倒しで⼊⼿できた部材がある⼀⽅で、新たに供給
不⾜となる部品の発⽣やサーバーといった半製品に納期遅延が起きるなどモノによって
ばらつきが出ております。

 営業利益についてはサプライチェーンによるマイナス影響もありましたが、好調な事業の
物量増と固定費減等のプラス要因もあり、ほぼ前年並みとなりました。

 なお、為替による影響ですが、売上で約10億円のプラス、利益項⽬についてはプラスマ
イナスいずれもありましたが最終的に⼤きな影響なく着地することができました。

 また四半期純損益については構造改⾰が峠を超えたことから特別損失が減少し、前年
⽐で５億円改善となりました。

 ページ下段に記載の通り、期中の平均為替レートはＵＳＤ１２９．６円で対前年
２０．１円の円安、 ＥＵＲは１３８．１円で同６．１円の円安となっております
。
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 セグメント毎の売上⾼と営業利益です。

 まず売上⾼ですが、ソリューションシステムは部材調達難による前年からの期ズレ案件の
影響により、前年⽐２２億円増収の361億円となりました。

 コンポーネント＆プラットフォームは前年⽐4０億円減収の419億円となりました。FA/
半導体製造装置向け売上は引き続き好調であったものの、コンポーネント、特に⾃動
機事業において、半導体他部材不⾜による⽣産影響が響き、全体では減収となりまし
た。

 つづいて営業利益です。ソリューションシステムは前年⽐１１億円減少し１２億円の
営業損失となりました。特に部材コスト増による影響をうけて前年⽐悪化となりました。
⼀⽅コンポーネント＆プラットフォームはサプライチェーンによるマイナス影響に対し、構造
改⾰による固定費減や案件構成差などのプラス要因により、前年⽐７億円改善し、
８億円の営業損失となりました。
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 サプライチェーンによる利益への影響ですが、全体では32億円のマイナスとなっております
。内訳としては⽣産、売上減による影響が15億円、部材費・輸送費のコスト増はあわ
せて1７億円となります。セグメント別ではソリューションシステムで８億円、コンポーネン
ト&プラットフォームで2４億円です。今年度はサプライチェーン影響への対策強化を優
先課題とし、具体的には調達活動の強化、代替設計推進、お客様への価格適正化
などに取り組んでおります。収益への本格的な貢献としては下期以降となる⾒通しです
が、第１四半期においても価格適正化の効果も出てきており、引き続き各種対策の推
進に注⼒して参ります。

 物量変動・機種構成差ですが、モノづくりプラットフォームの物量増の他、前年にあった
⾃動機事業の原価率の⾼い案件の減少など案件構成差などにより全体で１３億円
のプラスとなっております。

 固定費等の増減についてですが、コンポーネント＆プラットフォームにおける中国拠点の
収束や欧⽶販社の⼈員削減などにより１４億円の固定費減となりました。
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 ソリューションシステムの事業概況です。

 エンタープライズ領域で部材の納期遅延から今期へズレこんだ通信キャリア向け案件な
どにより、ソリューションシステム全体で増収となりました。

 利益⾯では部材コスト増を⼗分に打ち返せず、前年⽐減益となりました。

 またDX領域の売上⾼は84億円となり、前年と⽐べると22億円増となっております。
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 コンポーネント＆プラットフォームの事業概況です。

 モノづくりプラットフォーム事業は、部材調達影響を受けているものの、FA/半導体製造
装置向けが引き続き好調で前年⽐増収となりました。

 コンポーネント事業は、⾃動機事業において半導体等部材供給不⾜による⽣産減影
響をうけ減収となりました。また、情報機器事業については為替影響もありほぼ前年並
みの売上となりました。

 利益⾯では構造改⾰による固定費改善の他、⾃動機事業の案件構成差といった要
因もあり、前年⽐増益となりました。
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 各資産・負債の構成に⼤きな変化はありません。

 流動資産についても総額としては3⽉末から⼤きく変わっておりませんが、内訳として売
上債権が回収による減少の⼀⽅、棚卸資産は3⽉末からさらに増加しております。

 棚卸資産については、部材調達の状況を鑑み、お客様への製品供給を実現するうえで
、必要部材の早期確保、ならびに⽣産平準化の実施などによる半製品の作りだめとい
った施策によるものと部材不⾜による製品の出荷遅れといった要因が重なり増加してお
ります。

 総資産は前期末から２４億円増加の３，７１６億円。

 ⾃⼰資本は前期末から５９億円減少の１，０１５億円となりました。

 結果、⾃⼰資本⽐率は２７．３％、ＤＥレシオは０．９倍となりました。



 フリーキャッシュフローは49億円のマイナスとなりました。先ほどご説明した通り、サプライチ
ェーン影響対策として部材確保や部材不⾜による出荷遅れによる棚卸増から運転資
本が増加したことにより前年⽐悪化となっております。

 現⾦同等物は342億円と必要な⼿元資⾦は確保しております。
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